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(一般勘定) （単位：円）

Ⅰ 当期未処理損失 △ 164,859,155

当期総損失 △ 164,859,155

Ⅱ 損失処理額 164,859,155

積立金取崩額 164,859,155

Ⅲ 次期繰越欠損金 0

損失の処理に関する書類
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 ３．損益計算書関係 

（１）ファイナンス・リース取引が損益に与える影響額は、52,382,618円であり、当

該影響額を除いた当期総損失は217,241,773円であります。 

 

（２）東北地方太平洋沖地震による影響について 

平成23年3月11日に発生しました東北地方太平洋沖地震に伴って当期に発生し

た設備等の原状回復費用等 97,535,000 円を臨時損失として計上しております。 

 

 ４．キャッシュ・フロー計算書関係 

  （１）資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳 

      現金及び預金               115,828,142,833円  

      資金期末残高               115,828,142,833円  

 

  （２）重要な非資金取引 

       ファイナンス・リースによる資産の取得     88,813,071円 

 

 ５．行政サービス実施コスト計算書関係 

    行政サービス実施コスト計算書の引当外退職給付増加見積額のうち国等からの出

向職員に係るものに該当する金額はありません。 

 

 ６．金融商品に関する注記 

  （１）金融商品の状況に関する事項 

      資金運用については短期的な預金及び公債に限定しております。 

      また、有価証券及び投資有価証券は、独立行政法人通則法（平成11年法律第

103号）第47条の規定等に基づき、公債のみを保有しており株式等は保有して

おりません。 

 

（２）金融商品の時価等に関する事項 

    平成26年3月31日（当事業年度の貸借対照表日）における貸借対照表計上

額、時価及びこれらの差額は、以下のとおりであります。 

（単位：円） 

勘定科目 貸借対照表計上額 時価 差額 

①現金及び預金 

②有価証券及び 

 投資有価証券 

 満期保有目的の

債券 

③未払金（＊） 

115,828,142,833

2,417,376,258

(22,567,832,342)

115,828,142,833

2,425,310,228

(22,567,832,342)

0

7,933,970

(0)

   （＊）負債に計上されているものについては、（  ）で示しております。 

   （注）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券等に関する事項 

     ①現金及び預金 

      時価は帳簿価額に等しいことから、当該帳簿価額によっております。 
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 ８．資産除去債務に関する事項 
 （１）資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの 

① 「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」及び「放射性同位元素等に

よる放射線障害の防止に関する法律」に定められている事業及び施設の廃止に伴う措置

としての解体・除染・廃棄等の講ずべき義務、及びあらかじめ主務大臣への届出・認可

の義務に基づき、中期計画の定める範囲において、廃止措置を完了する建物等の撤去費

用等を見積り、資産除去債務を計上しております。なお、本見積額は建物等の解体撤去

までの費用となり、最終処理・処分までの費用を含んでいるものではありません。 

② 労働安全衛生法及び石綿障害予防規則に基づき、建物等解体時のアスベスト除去費用等

を見積り、資産除去債務を計上しております。 

③ 労働安全衛生法及びダイオキシン類対策特別措置法に基づき、建物等解体時のダイオキ

シン除去費用等を見積り、資産除去債務を計上しております。 

④ 上記①から③の資産除去債務の見積りに当たり、支出までの見込期間は当該資産の取得

時から供用終了予定期間（3 年～29 年）までによっており、割引率は見積り時の長期国

債利廻率を採用しております。 

⑤ 当該年度における資産除去債務の総額の増減 

 期首残高             465,334,894 円 

 時の経過による調整額        7,479,754 円 

 資産除去債務の除去による履行額   34,954,076 円 

期末残高             437,860,572 円 

（２）資産除去債務のうち貸借対照表に計上していないもの 

① 「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」及び「放射性同位元素等に

よる放射線障害の防止に関する法律」に定められている事業の廃止に伴う措置としての

解体・除染・廃棄等の講ずべき義務、及びあらかじめ主務大臣への届出・認可の義務に

基づき、施設の廃止等に係る債務を有しておりますが、これら施設の廃止措置の時期や

計画については、主務大臣の認可が必要であり当機構のみの判断で決定することはでき

ません。また、廃止措置に関する解体・撤去等の方法については研究開発途上段階にあ

り技術的に確立されているものではないことから、これらの債務履行に係る費用を合理

的に見積ることができないため、（1）①で記載しているものを除き当該資産に係る資産

除去債務を計上しておりません。 

② 事業等用地の賃貸借契約や立地地域との協定等に基づく事業終了時又は退去時の建物

等の原状回復義務を有しておりますが、現時点において原状回復に係る具体的な範囲及

び方法が必ずしも明確でないこと、及び当該資産を使用する事業の終了予定はなく使用

期間が明確ではないことから、これらの債務履行に係る費用を合理的に見積ることがで

きないため、当該資産に係る資産除去債務を計上しておりません。 
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（電源利用勘定） （単位：円）

Ⅰ 当期未処理損失 △ 1,847,945,388

当期総損失 △ 149,062,774

前期繰越欠損金 △ 1,698,882,614

Ⅱ 次期繰越欠損金 △ 1,847,945,388

損失の処理に関する書類
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Ⅴ その他独立行政法人の状況を適切に開示するために必要な会計情報 

 

 １．区分経理関係 

独立行政法人日本原子力研究開発機構法（平成16年法律第155号）第20条に基

づき、特別会計に関する法律（平成19年法律第23号）第85条第5項に規定する

電源利用対策に関する業務に係る経理（電源利用勘定）、埋設処分業務等に係る経

理（埋設処分業務勘定）、その他の業務に係る経理（一般勘定）とに区分して整理

しております。 

 

 ２．貸借対照表関係 

（１）運営費交付金で財源措置されるべき退職給付の見積額は、71,556,155,964円で

あります。 

 

（２）運営費交付金で財源措置されるべき賞与の見積額は、1,366,903,978 円であり

ます。 

 

 ３．損益計算書関係 

（１）ファイナンス・リース取引が損益に与える影響額は、14,449,729円であり、当

該影響額を除いた当期総損失は163,512,503円であります。 

 

（２）オペレーティング・リース取引に係る未経過リース料 

  ① 貸借対照表日後一年以内のリース期間に係る未経過リース料 

   70,860,000円 

  ② 貸借対照表日後一年を超えるリース期間に係る未経過リース料 

    174,591,167円 

 

（３）PFIによるサービス部分の対価の支払予定額 

  ① 貸借対照表日後一年以内のPFI期間に係るPFI費用 

 1,725,156,833円 

  ② 貸借対照表日後一年を超えるPFI期間に係るPFI費用 

  6,710,683,690円 

 

（４）東北地方太平洋沖地震による影響について 

   平成23年3月11日に発生しました東北地方太平洋沖地震に伴って当期に発生

した設備等の原状回復費用等 375,173,945 円を臨時損失として計上しておりま

す。 

 

４．キャッシュ・フロー計算書関係 

  （１）資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳 

      現金及び預金               36,628,668,481円  

      資金期末残高               36,628,668,481円  
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 ８．資産除去債務に関する事項 
 （１）資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの 

① 「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」及び「放射性同位元素等に

よる放射線障害の防止に関する法律」に定められている事業及び施設の廃止に伴う措置

としての解体・除染・廃棄等の講ずべき義務、及びあらかじめ主務大臣への届出・認可

の義務に基づき、中期計画の定める範囲において、廃止措置を完了する建物等の撤去費

用等を見積り、資産除去債務を計上しております。なお、本見積額は建物等の解体撤去

までの費用となり、最終処理・処分までの費用を含んでいるものではありません。 

② 労働安全衛生法及び石綿障害予防規則に基づき、建物等解体時のアスベスト除去費用等

を見積り、資産除去債務を計上しております。 

③ 労働安全衛生法及びダイオキシン類対策特別措置法に基づき、建物等解体時のダイオキ

シン除去費用等を見積り、資産除去債務を計上しております。 

④ 事業等用地の賃貸借契約等に基づく退去時の原状回復義務を見積り、資産除去債務を計

上しております。 

⑤ 鉱業法等に定められている鉱山の休閉山において講ずべき鉱害防止等の義務につき、閉

山措置に係る費用を見積り、資産除去債務を計上しております。 

⑥ 上記①から⑤の資産除去債務の見積りに当たり、支出までの見込期間は当該資産の取得

時から供用終了予定期間（3 年～34 年）までによっており、割引率は見積り時の長期国

債利廻率を採用しております。 

⑦ 当該年度における資産除去債務の総額の増減 

 期首残高             734,322,038 円 

 時の経過による調整額         8,518,096 円 

 見積りの変更に伴う増加額     159,357,260 円 

資産除去債務の除去による履行額   27,560,967 円 

 期末残高              874,636,427 円 

（資産除去債務の見積りの変更） 

  当事業年度において、焼却炉を廃止することを決定いたしました。この決定により、除

去費用に係るより精緻な見積りが可能になったため、資産除去債務の見積額の変更を行

っております。 

（２）資産除去債務のうち貸借対照表に計上していないもの 

① 「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」及び「放射性同位元素等に

よる放射線障害の防止に関する法律」に定められている事業の廃止に伴う措置としての

解体・除染・廃棄等の講ずべき義務、及びあらかじめ主務大臣への届出・認可の義務に

基づき、施設の廃止等に係る債務を有しておりますが、これら施設の廃止措置の時期や

計画については、主務大臣の認可が必要であり当機構のみの判断で決定することはでき

ません。また、廃止措置に関する解体・撤去等の方法については研究開発途上段階にあ

り技術的に確立されているものではないことから、これらの債務履行に係る費用を合理

的に見積ることができないため、（1）①で記載しているものを除き当該資産に係る資産

除去債務を計上しておりません。 

② 事業等用地の賃貸借契約や立地地域との協定等に基づく事業終了時又は退去時の建物

等の原状回復義務を有しておりますが、現時点において原状回復に係る具体的な範囲及

び方法が必ずしも明確でないこと、及び当該資産を使用する事業の終了予定はなく使用

期間が明確ではないことから、これらの債務履行に係る費用を合理的に見積ることがで

きないため、（1）④で記載しているものを除き当該資産に係る資産除去債務を計上して

おりません。 

－ 44 －
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（埋設処分業務勘定） （単位：円）

Ⅰ 当期未処分利益 1,881,274,506

当期総利益 1,881,274,506

Ⅱ 利益処分額 1,881,274,506

日本原子力研究開発機構法第21条第5項積立金 1,881,274,506

利益の処分に関する書類
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